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調 査 概 要 

 

 

  モデル賃金とは、学校を卒業したのち直ちに入社し、その後も引き続いて同一企

業に勤務し、標準的な昇進をしたものについて、例えば「大学卒・事務・27歳・勤

続５年」というように学歴・職種・年齢・勤続年数について設定条件（モデル条

件）をあらかじめ定め、それに該当する者の賃金額を設定条件ごとに単純算術平均

し、その水準を確定する方法である。 

記入方法としては、設定したモデル条件に合致する標準者があればその賃金を、

標準者がいなければモデル条件に最も近い標準的な実在者から推定して、モデル条

件に合わせた想定賃金を求めるという方法をとっており（本調査では、１つの指標

として35歳時の賃金回答を強く依頼した）、昇給基準線の作成や賃金水準の決定に

際しての一つの資料として役立てることができる。 

 

 

調査対象：広島県内13商工会議所の会員事業所（3,822事業所） 

調査方法：郵送によるアンケート方式 

調査時期：平成30年８月 

調査項目：平成30年８月の学歴・年齢・勤続年数別モデル賃金 

     ８月度に平成30年度の賃上げが未了の場合は、賃上げ実施後最初の賃金 

 

用語解説 

①所定労働時間内給与 

所定時間内の労働に対して支払われる現金給与の総額。所定時間外の労働に対して

支払われる賃金（時間外手当、休日出勤手当、宿日直手当など）および賞与、現物

給与、実費支給形式の通勤手当、家族手当等は含まない。 

②基本となる給与 

所定労働時間内給与のうち、本給、年齢給、勤続給、職務給、職能給、役付給など、

その名称のいかんにかかわらず、労働者本人または従事する職務にともなう要素に

もとづいて決定支給される、賃金の基本的部分を占めるもの。業績給および精皆勤

手当などの奨励給ならびに地域手当、住宅手当などの生活補助給を除く。 

③学歴 

 当該学校卒業者として採用または待遇している場合の区分。例えば、高校卒で入社

し、その後大学を卒業あるいは試験制度などにより大学卒として扱っている場合は

大学卒とする。 

④事務・販売 

管理・経営・営業・人事・厚生・研究などの部門で働くもの。 

⑤技術・労務 

事務・販売以外の常用労働者で主として生産の現場でその業務、あるいはそれと密

接な関連をもつ技術的、肉体的業務に従事するもの。 
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利用上の注意 

時系列の変化については、集計事業所数や業種別、規模別の分布が異なるため、

これまでの調査結果との厳密な比較検討は困難である。検討する場合にはレンジに

注意してご覧いただきたい。 

参考までに業種をある程度細分化して計算し掲載しているが、集計事業所数が極

めて少ない場合には、これが必ずしも平均的な数値を示しているものとはいえない

ので参考程度にとどめていただきたい。 

モデル賃金は、本来的には賃金自体よりも昇給基準線の動向をみるのに有意のも

のである。また、モデル賃金は前述のとおり「モデル条件別賃金」ということであ

って、「モデルとなる賃金」または「模範的賃金」といったとらえ方をしないよう

にしていただきたい。 

モデル賃金調査は、中高年齢層では集計事業所数、実在者が減少する傾向にある。

したがって、賃金水準を読みとることができるのは、一般に若年層から中年層まで

に限られ、高年齢層の水準をみる場合には特に注意を要する。 

集計方法の項でもふれたように、モデル賃金はその性質上未記入が多くなりがち

で、連続性に欠ける場合がある。たとえば、年齢項目ごとの賃金額についても集計

企業数がまちまちとなっているので、賃金階層分布などを充分比較検討したうえで

の利用をお願いしたい。とくに金額の解釈にあたっては、多少の幅をもってみるこ

とが必要である。 

 

 

 

 

《 賃 金 構 成 》 

 

所定労働時間外給与 

(モデル賃金調査では対象外の賃金) 

 

 所定労働 

 時間内給与 

基本となる給与 

その他の給与 
月 

 

額 
 

給 
 

与 時間外手当 

休日出勤手当 

宿日直手当等 

家族手当 

※通勤手当（実費支給形式のもの） 

基本給(本給･年齢給･勤続給等の賃金の基本部分) 

役付給及び管理職手当 

業務手当（能率手当、生産手当等） 

勤務手当（特殊勤務手当、特殊作業手当等） 

奨励給（精勤手当、皆勤手当等） 

生活補助手当（住宅手当、地域手当等） 

※通勤手当（但し実費支給形式のものを除く） 
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調査対象業種と集計事業所数 

１．集計事業所数（業種別・規模別・地場･出先別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．集計事業所数（商工会議所管内別） 

50人
以下

51～
100人

101～
300人

301～
500人

501～
1,000人

1,001人
以上

619 130 153 162 46 44 84 478 141

193 49 41 53 15 16 19 153 40

426 81 112 109 31 28 65 325 101

建　設　業 68 19 22 10 2 2 13 44 24

卸　売　業 88 21 26 21 4 8 8 61 27

小　売　業 46 9 10 10 0 5 12 37 9

金融・保険・不動産 23 1 5 6 2 1 8 16 7

運　輸　業 46 4 11 14 6 1 10 39 7

医療・福祉 24 4 4 9 3 3 1 22 2

サービス業 131 23 34 39 14 8 13 106 25

総 計

規 　模 　別 　区 　分

地 場 出 先

全　業　種

製　造　業

非 製 造 業

50人
以下

51～
100人

101～
300人

301～
500人

501～
1,000人

1,001人
以上

619 130 153 162 46 44 84 478 141

378 70 89 107 28 29 55 278 100

広　島 277 47 57 80 18 26 49 195 82

呉 51 11 16 12 6 2 4 41 10

三次･庄原･大竹
東広島･廿日市

50 12 16 15 4 1 2 42 8

241 60 64 55 18 15 29 200 41

福　山 163 38 41 37 13 13 21 132 31

尾道･三原･府中･竹原
因島

78 22 23 18 5 2 8 68 10

商工会議所 総 計

規 　模 　別 　区 　分

地 場 出 先

総　　合

広島県西部

広島県東部
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結 果 概 要 

１．モデル賃金のすう勢 

 

①大学卒・事務 

22歳（勤続０年）の初任賃金20万２千円台を出発点に、年齢を加えるにしたがって

賃金額は増加し、25歳で22万２千円台、30歳25万５千円台、35歳29万１千円台、40歳

34万３千円台、50歳42万６千円台、55歳（勤続33年）で44万円台とピークを迎え、60

歳では40万４千円台となっている。61歳は31万８千円台、65歳28万８千円台となった。 

初任時を基準（=100）として、各年齢における伸びをみると、30歳で1.26倍、40歳

で1.70倍、50歳で2.11倍、55歳では2.17倍、60歳では2.00倍程度の伸びとなっている。

61歳では1.57倍、65歳で1.43倍となった。 

 

②短大･高専卒・事務 

20歳（勤続０年）17万９千円台、30歳23万３千円台、40歳30万３千円台、50歳36万

９千円台、55歳39万円台、60歳（勤続40年）では40万１千円台と、初任賃金の2.24倍

程度の伸びとなっている。61歳28万５千円台、65歳27万９千円台となった。 

 

③高校卒・事務 

18歳（勤続０年）16万８千円台、20歳17万５千円台、30歳23万３千円台、40歳29万

８千円台、50歳36万６千円台、55歳（勤続37年）では39万１千円台、初任賃金の2.33

倍程度の伸びでピークを迎え、60歳では36万５千円台、61歳27万７千円台、65歳27万

１千円台となっている。 

 

 
モデル賃金のすう勢 

全 業 種 
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２．各学歴の初任賃金 

 

   〔大学卒〕     事務 ･･･ 202,407円  技術 ･･･ 202,506円 

   〔短大卒・高専卒〕 事務 ･･･ 179,430円  技術 ･･･ 183,023円 

   〔高校卒〕     事務 ･･･ 168,118円  技術 ･･･ 168,857円 

  

 

 

３．モデル賃金水準の比較 

 

①規模別の比較 

  1,001人以上規模を基準（＝100）として規模別に比較したものが、表１である。 

 大学卒・事務の場合でみると、60歳までは例外として101人～300人以下の企業で25

歳での賃金水準が上回ったものの、それ以外では1,000人以下の各規模とも、1,001人

以上規模と比べほとんど賃金水準は低い結果となった。 

22歳（勤続０年）では99～91％、25～30歳では102～85％、35～45歳では85～68％、

50～60歳では96～72％と、35～45歳がその差のピークとなり50～60歳でその差が縮小

する傾向にある。 

 

 

規模別の比較（全業種） 

同一年齢の1,001人以上規模＝100 

学歴・職種 年齢 501～1,000人 301～500人 101～300人 51～100人 50人以下

22 99.3 96.7 98.9 97.3 91.9

25 98.8 94.2 102.6 95.4 92.3

30 93.1 86.8 87.7 86.7 85.1

35 85.6 83.8 83.9 81.1 78.1

大学卒 40 83.7 76.4 78.2 79.8 68.5

事　務 45 82.0 79.1 79.8 76.5 74.6

50 91.0 82.7 81.1 79.9 73.4

55 82.7 86.1 83.6 83.5 72.8

60 94.9 79.3 96.5 95.7 80.1

61 106.8 103.8 140.8 131.7 119.5

65 111.0 89.5 91.7 113.9 94.8

【表１】 
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②地場・出先別の比較 

 出先企業の賃金を基準（＝100）として、地場企業の賃金水準をみたものが表２で

ある。 

 地場・出先企業間での格差は、出先企業の多くが従業員規模では1,001人以上の企

業に属しており、前項でみた規模間格差も影響しているとみられ、若年層で一部逆転

はあるもの、ほぼ全年齢で地場産業の賃金水準が出先企業のそれを下回っている。 

 

(1)大学卒・事務 

22歳の初任賃金では地場企業が出先企業を3.5％下回り、30歳で13.7％、40歳では

21.1％、50歳で24.2％、55歳では25.0％と差が拡大するが、60歳では17.4％と格差が

縮小している。61歳では13.5％、65歳では19.9％となった。 

 

(2)短大・高専卒・事務 

20歳の初任賃金では地場企業が出先企業を0.3％上回ったものの、その後は下回り、

30歳で7.9％、40歳で10.3％、50歳で15.0％、55歳で19.0％、60歳では26.4％の差と

なっている。61歳では16.7％、65歳では24.4％となった。 

 

(3)高校卒・事務 

18歳の初任賃金では地場企業が出先企業を0.6％上回ったものの、その後は下回り、

30歳で5.4％、40歳で10.9％、50歳では12.7％、55歳で18.5％、60歳では24.5％の差

となっている。61歳では23.0％、65歳では19.0％となった。 

 

 

地場・出先別の比較（全業種） 

出先企業の賃金＝100 

 

 
年齢

（歳） 事務 技術 事務 技術 事務 技術

18 － － － － 100.6 99.2

19 － － － － 99.6 99.4

20 － － 100.3 96.6 100.6 97.0

22 96.5 93.3 98.5 101.3 98.0 96.2

23 95.4 94.9 97.5 97.8 97.0 98.8

25 96.1 93.4 94.0 97.5 96.0 96.8

27 92.7 90.5 94.0 92.6 94.5 95.4

30 86.3 87.4 92.1 91.6 94.6 91.8

35 85.1 87.4 89.8 89.7 92.6 90.8

40 78.9 80.5 89.7 88.4 89.1 92.6

45 78.9 84.5 85.2 89.0 84.4 88.0

50 75.8 74.4 85.0 75.8 87.3 89.7

55 75.0 81.9 81.0 87.0 81.5 87.1

60 82.6 76.7 73.6 78.2 75.5 79.8

61 86.5 89.8 83.3 78.4 77.0 92.4

65 80.1 88.2 75.6 83.9 81.0 95.9

大学卒 短大・高専卒 高校卒

【表２】 




